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件条例｣という｡)に基づき､鳥取県Y (被告 ･控訴人 ･上告人)知事に
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該 宗 教 法 人 の宗 教活 動 の態様に対する誹 譲 中傷 な ど､ 自由な宗 教活 動 を
妨 害 す るた め の材 料 ､ あ るいは宗 教法 人 の 自律 的 な運 営 に干 渉 す るた め
の材 料 な ど と して使 わ れ ま して､そ のた め､ 当該宗 教 法 人 及 びそ の関係
者 の信 教 の 自由､ 特 に宗 教上の結 社 の 自由が害 され るおそ れ が あ る と考









































































































































法～宗教法人法 ･情報公開条例 (他律)｣とのアコモデーション (融和の
ための対応)を考えての提案とみて取ることもできる｡
宗教法人が提出した書類への情報開示決定取消請求 (石村) 271
むすびにかえて
本件判決では､書類管理事務の区分､処理基準の法的拘束力､条例に定
める非開示規定への該当性などの問題に限定するかたちで議論が展開され
た｡とりわけ､宗教法人法25条4項の定めるところに従い所轄庁である地
方団体に提出された書類の管理事務が､自治事務か､法定受託事務かが主
な争点であった｡つまり､端的にいえば､宗教法人法上の提出書類につい
ての情報公開条例上の事務処理が､地方自治法上の法定受託事務である
(宗教法人側の主張)か､県の自治事務 (県側の主張)かが問われ､前者
にあたるとすれば本件条例9条2項1号により文化長次長通知に従い非開
示､後者にあたるとすれば県知事の判断で開示 ･非開示を決定できる､と
いうのがポイントである｡
この点につき､地裁の判断では､本件書類の管理事務は自治事務である
としながらも､法的受託事務と密接不可分の関係を有することを理由に大
臣等に処理基準を定める権限があるとして､文化庁次長通知の拘束力を認
めた｡これに対して､控訴審の判断では､本件書類管理事務は法定受託事
務に含まれると判断し､文化長次長通知の拘束力を認めた｡
本件は､本来､宗教法人のアカウンタビリティ (説明責任)の尽くし方
や信教の自由とも深く関係するケースである｡事実上､文化庁次長通達と
いう行政庁の判断で宗教法人提出に係る書類開示の可否が決まるという法
的システムの脆弱さ､所轄庁への書類提出受忍義務や所轄庁へ提出された
書類の情報公開条例 (法)上の公文書化の憲法的評価など､今後､司法的
に問われるべき課題も少なくない｡
(本学法学部 ･法科大学院兼担教員)
